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前回の復習�
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⽇本原燃�
六ヶ所再処理⼯場�

国家石油備蓄地（タンク51基）�

⽇本原燃�
低レベル廃棄物埋設センター�
    （最終処分場）�

⽇本原燃�
ウラン濃縮⼯場�

⽇本原燃�
⾼レベル放射性廃棄物貯蔵管理センター�

⽇本原燃�
MOX燃料加⼯⼯場�

量子科学技術研究開発機構
六ヶ所研究所
ITER（国際熱核融合実験炉）関連施設�

 六ヶ所核燃料サイクル基地�

太平洋�

むつ⼩川原港�

むつ湾�
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ガラス固化体貯蔵の実際	
	
【中間貯蔵中】	
海外返還：１８３０本	
　　　３０〜５０年貯蔵予定(1995〜)	
六ヶ所再処理工場：３４６本	
　　　（再処理工場分に期限は？）	
	
ガラス固化体中心温度　　　約４１０℃	
　　　　　　　　 表面温度　　　約２８０℃	
		冷却空気シャフト入口　     約２９℃	
　 （夏期）　　　　　 出口     　約８５℃	
	
使用済み燃料中の９９．９％の	
放射能がガラス固化体に含まれる。	
	
冷却空気出口シャフトでの測定：	
アルゴン40(安定核種)＋n	
　　　　　　　　　　→放射性アルゴン４１	
換気塔：放射性ルテニウム(Ru-106)	
　　　　　 放射性セシウム(Cs-134、Cs-137)　　	

  海外返還⾼レベル廃棄物貯蔵管理センター�
          ガラス固化体貯蔵施設     �
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【電気事業連合会資料から】	貯蔵中：1830本（フランス分1310本、イギリス分520本）�
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ガラス固化体の受⼊・貯蔵�

高レベル放射性廃棄物貯蔵管理センタ
ーでの工程

専用車両で搬入したキャスクを、受入れ建屋天井クレーンを使用して、輸送容器一時保管区域に吊り降ろします。

輸送容器（キャスク）の受入れ ガラス固化体のキャスクからの抜出し 検査 収納

輸送容器（キャスク）の受入れ

ガラス固化体の管理施設。丸いふたの下に1本ずつ
保管されている=2017年、青森県六ケ所村

朝日新聞デジタル > 記事

「核のごみ」どこへ　知事、国民全体の課題
八百板一平 2020年12月3日 9時00分

list 0

　「 核のごみ （ 原発 から出る 高レベル放射
性廃棄物 ）」の 最終処分場 の選定プロセス
が北海道の寿都（すっつ）町と神恵内（かも
えない）村で動き始めた。選定プロセスの入
り口にあたる「文献調査」が進んでいる。
「核のごみ」のもとは原発で使った核燃料
だ。 福井県 内の原発にも 使用済み核燃料 が
たまり続けており、処分場を巡る議論の行方
が注目される。（八百板一平）

　「核のごみ」は、使用済み核燃料から プル
トニウム などを取り出す「再処理」の過程で

出る廃液をガラスで固めたもので、「ガラス固化体」という。

　 原子力発電環境整備機構 （NUMO）によると、今年3月時点で国内のガラス固化体は約
2500本。 青森県 六ケ所村 と 茨城県 東海村 の施設で一時的に保管している。多くは、国
が再処理を委託した英国や フランス から戻ってきたものだ。

　NUMOによると、全国の使用済み核燃料は約1万9千トン。再処理すると、既存分とあわ
せて約2万6千本のガラス固化体ができるという。 日本原燃 が六ケ所村に建設中の工場がフ
ル稼働すると、年間800トンを再処理し、1千本のガラス固化体が生まれるという。

　ガラス固化体を厚さ20センチの金属製の容器に入れ、分厚い粘土で覆って300メートルよ
り深い地下に埋める。これが「 地層処分 」だ。1本の 放射能 量が天然のウラン鉱石並みに
なるのに、数万～10万年かかるという。

　国は青森県と「青森県内を最終処分地にしない」との約束をしていて、処分場の選定は大
きな課題だ。

　選定プロセスは「文献調査」「概要調査」「精密調査」の三つで、 資源エネルギー庁 は
あわせて約20年かかると想定する。調査に応じた自治体は国の交付金を受け取れる。文献調
査で最大20億円、ボーリングなどの概要調査で最大70億円。NUMOは都道府県知事や 市町
村長 の意見を聴き、反対があれば次の段階には進まない、としている。

　2007年には 高知県 東洋町が文献調査に応募したが、住民らの反対で撤回。国は17年に処
分場の向き不向きを示した「科学的特性マップ」を公表、NUMOとともに各地で対話型説
明会を開いてきた。

　国は使用済み核燃料を再処理して 再利用 する「 核燃料サイクル 政策」を掲げる。だ
が、 再処理工場 は完成しておらず、使用済み核燃料はたまり続けている。

　福井県内の 関西電力 の原発11基のうち、 廃炉 作業中の4基を除く7基では、再稼働が進
むと6～9年程度で燃料プールが満杯になる見込みだ。関電は使用済み核燃料を一時保管す

注目の連載記事 もっと見る

現場へ！
世界遺産「古都京都の文化
財」は未完成？　追加の機運
が消えた理由

派閥の蹉跌　解剖自民党
「派閥解散」雲散霧消の半世
紀　「党を近代化し…」渦巻
く建前と本音

注目情報

車選びを考える座談会
安心できる「中古車」とは？
あなたに合った「クルマ選び」

若い世代が見つめる未来
みんなにとっての理想のまちとは？
まちづくりセッション

バーチャル物産展２０２４
ＪＡタウンから全国の逸品が大集結
ＶＴｕｂｅｒが「食レポ」で紹介！

小山薫堂さん宮城県亘理町を歩く
震災から１３年、イチゴ農家の大きな夢

すぐに授業に使える！金融教育の実践例
専門家がアドバイス、アーカイブ動画も

まちづくりの歴史を未来につなぐ
97年前の最先端を体験！学生がツアー

出張の強い味方！驚きの11年保証
機内持ち込みサイズのトロリー！

病院の「集中治療」を守る
ドイツに学ぶ新型コロナ対応とは

中古車への不安を相談 ！
「クルマ選び」を考える座談会

「理想のまち」若い世代が見つめる未来
コミュニティを育むまちづくりとは？

変化するガソリンスタンド

能登半島地震 ウクライナ情勢 速報 朝刊 夕刊 連載 ランキング マイページ

トップ 社会 経済 政治 国際 スポーツ オピニオン IT・科学 文化・芸能 ライフ 教育・子育て 医療・健康 地域

【収納前】	

【収納後】蓋に日本原燃のマーク	
　　　　　　と整理番号	
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鷹架層の地質構造（上限面地質図・等高線図） 

・ｆ－１断層、ｆ－２断層及びそれらから派
生する断層（ｆ－１ａ断層、ｆ－１ｂ断層、及
びｆ－２ａ断層）が分布する。 

・鷹架層堆積当時に活動したｓｆ系断層 
（ｓｆ－１断層～ｓｆ－６断層）が分布する。 

19 

尾  駮  沼 

番号 耐震重要施設及び常設重大事故等対処施設 再 廃 Ｍ 
1 ハル・エンドピース貯蔵建屋 ○ 

2 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 ○ 

3 前処理建屋 ○ 

4 主排気筒（基礎）及び主排気筒管理建屋 ○ 

5 高レベル廃液ガラス固化建屋 ○ 

6 分離建屋 ○ 

7 精製建屋 ○ 

8 制御建屋 ○ 

9 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 ○ 

10 ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋 ○ 

11 北換気筒（基礎） ○ 

12 
非常用電源建屋 
(冷却塔及び燃料油貯蔵タンクを含む） 

○ 

13 チャンネルボックス・バーナブルポイズン処理建屋 ○ 

14 第１ガラス固化体貯蔵建屋（東棟） ○ 

15 第１ガラス固化体貯蔵建屋（西棟） ○ 

16 使用済燃料輸送容器管理建屋 ○ 

17 使用済燃料輸送容器管理建屋（トレーラーエリア) ○ 

18 
使用済燃料受入れ・貯蔵施設用 
安全冷却水系冷却塔A（基礎） 

○ 

19 
使用済燃料受入れ・貯蔵施設用 
安全冷却水系冷却塔B（基礎） 

○ 

20 第１非常用ディーゼル発電設備用重油タンク室 ○ 

21 安全冷却水B冷却塔（基礎） ○ 

22 ガラス固化体貯蔵建屋 ○ 

23 ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟 ○ 

24 ガラス固化体受入れ建屋 ○ 

25 燃料加工建屋 ○ 

26 緊急時対策所（重油貯蔵所含む） ○ ○ 

27 第１保管庫・貯水槽（第１軽油貯蔵所含む） ○ ○ 

28 第２保管庫・貯水槽（第２軽油貯蔵所含む） ○ ○ 

再：再処理施設、廃：廃棄物管理施設、Ｍ：ＭＯＸ燃料加工施設 

：主要な断層の一般走向・傾斜の方向 

（伏在） 

H28.9.9 審査会合 
資料1-1 p27 再掲 

日本原燃，審査会合2016.12.26資料	

ガラス固化体貯蔵建屋（A棟）	

第1ガラス固化体貯蔵建屋（西棟）	

第1ガラス固化体貯蔵建屋（東棟）	

ガラス固化体貯蔵建屋（B棟）	

ガラス固化体受入建屋	

高レベル放射性廃棄物貯蔵管理センター	
　　　（ガラス固化体１４４０本収納×２）　　	
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【朝日新聞WEBから】	

高レベル放射性廃棄物	
貯蔵管理センター	
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		主排気筒	
（高さ150m）	

	北換気筒	
（高さ75ｍ）	
	
	
	

低レベル廃棄物	
処理建屋換気筒	
　（高さ75ｍ）	

2006年3月31日：アクティブ試験開始、３本の排気塔から放射能を空に捨てる　 　　　  	
	

【写真：小林晃】	

（国は、「大気で拡散」という）	
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 アクティブ試験中の放出�
 主排気筒は約200倍以上�
 の放射能量�
 �
�

【10】	
【日本原燃HPから】	



リアルタイムデータ（排気筒・シャフトほか）�
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2024/3/18	

【日本原燃HPから】	



六ヶ所再処理工場主排気筒ガスモニター（2006年8月18日）　　	

【日本原燃HPから】	
【12】	



海外委託再処理�
返還廃棄物の実態�



海外委託再処理�
日本の電力会社はから、1968年から英・仏の再処理事業者と契約を結んできた。	
契約では、分離されるプルトニウムとともに、再処理によって発生する放射性廃棄物が	
返還輸送されることになっている。	

　　　　　　　　　　　　　　出典：「プルトニウムのすべて」1994/10:原子力資料情報室	

高
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返還中・低レベルについて：　　当初契約書では、BNFLはセメント固化体、	
COGEMAはセメント固化体・ビチューメン（アスファルト）が示されていた。	
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�
海外からの返還廃棄物受⼊概要�

ー⻘森県検討会資料 からー�
からー�

【https://www.pref.aomori.lg.jp/soshiki/energy/g-richi/files/sanko1-3.pdf】	

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅱ．２．１ 「海外返還廃棄物の受入れ」の概要 
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【貯蔵対象廃棄物】

・固型物収納体

・低レベル放射性廃棄物
ガラス固化体

・高レベル放射性廃棄物
ガラス固化体（交換分）

・高レベル放射性廃棄物
ガラス固化体

【貯蔵容量】
2,880本
（1,440本分について増設工事中）

ハル・エンドピース

雑固体廃棄物

ハル・エンドピース

雑固体廃棄物

低レベル放射性廃液

固型物収納体

低レベル放射性廃
棄物ガラス固化体

仏国 ＡＲＥＶＡ ＮＣ 社からの返還廃棄物
仏国 ＡＲＥＶＡ ＮＣ 社からの返還廃棄物

ガラス固化

英国 Sellafield Ltd社からの返還廃棄物
英国 Sellafield Ltd社からの返還廃棄物

セメント固化体等

交換 返還輸送

圧 縮

海外再処理廃棄物

低レベル廃棄物受入
れ・貯蔵施設

低レベル放射性廃液

（2013年より返還開始予定）
返還輸送

【貯蔵対象廃棄物】

・固型物収納体

・低レベル放射性廃棄物
ガラス固化体

・ハル等圧縮体

【貯蔵容量】
8,320本

高レベル放射性廃棄物
貯蔵管理センター

返還される
低レベル放射性廃棄物

廃棄物の交換

廃棄物管理施設
廃棄物管理施設

約700本/年※1

※１ 想定値

高レベル放射性廃液

ガラス固化

海外再処理廃棄物

高レベル放射性廃液

ガラス固化

返還輸送

1,310本

返還輸送

約850本※１

最大約4,400本※１

最大約28本※１

（1995～2007年）

約7,800本
交換

約70本 ※１

（約13m3）（約9,200m3）

※2

六ヶ所再処理工場で製造され
る低レベル放射性廃棄物

ハル等圧縮体

※２ 高レベル放射性廃棄物貯蔵管理センター
空き容量 約650本

高レベル放射性廃
棄物ガラス固化体

高レベル放射性廃
棄物ガラス固化体

高レベル放射性廃
棄物ガラス固化体

【15】	



�
海外からの返還廃棄物受⼊概要�

ー⻘森県検討会資料から  ー�
からー�

海外返還廃棄物䛾受入れについて

参考資料１
（平成２２年３月３０日 第１回安全性チェック検討会 資料３）

1

2010年3月30日
電気事業連合会

日本原燃株式会社

青森県　海外返還廃棄物の受入に係わる安全性チェック・検討会	
第1回（2010/3/30）に提出された電気事業連合会の資料	
https://www.pref.aomori.lg.jp/soshiki/energy/g-richi/files/sanko1-3.pdf	 【16】	



�
海外からの返還廃棄受⼊概要�

ー⻘森県検討会資料から  ー�
からー�１．䛿じめに

（１）海外再処理に伴う返還廃棄物に関する経緯について

! 電気事業連合会䛿昭和59年7月、青森県及び六ケ所村に䇾再処理施設内で䛾海外
から䛾返還廃棄物䛾一時貯蔵計画䇿を含めたサイクル三施設䛾立地協力を要請

! 昭和60年4月、青森県及び六ケ所村と立地基本協定締結
○立地基本協定書第2条に䛿、『原子燃料サイクル施設䛾概要に示されている事業構想を確実に実現するも
䛾とする。』という記載あり

○再処理施設䛾概要に䛿、『海外に委託している使用済燃料䛾再処理に伴う返還廃棄物䛾受入れ及び一時
貯蔵を行ないます。』という記載と以下に示す記載がある。

海外返還廃棄物

高レベル固化体貯蔵施設

3

! 日本原燃株式会社䛿平成6年12月から7年1月にかけて、返還高レベル廃棄物貯蔵
に係る安全協定を、青森県、六ケ所村及び隣接市町村と締結

! 平成7年(1995年)より仏国AREVA NC社（旧COGEMA社)から䛾高レベル廃棄物
（ガラス固化体）䛾返還を開始、平成19年(2007年) 全1310本䛾収納が完了
平成22年3月、英国SL社（旧BNFL社）から䛾高レベル廃棄物（ガラス固化体）䛾受
入れを開始

! 平成18年（2006年）10月17日、日本原燃株式会社と電気事業連合会䛿、青森県及
び六ヶ所村に対し、「海外返還放射性廃棄物䛾受入れ」をご説明

海外返還廃棄物
低レベル固化体貯蔵施設

1983	

1994	

2010	

Orano：オラノ	

1985.4.9	

【https://www.pref.aomori.lg.jp/soshiki/energy/g-richi/files/sanko1-3.pdfに筆者加筆】	 【17】	
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１．海外から䛾返還低レベル廃棄物䛾受入れ１．海外から䛾返還低レベル廃棄物䛾受入れ１．海外から䛾返還低レベル廃棄物䛾受入れ１．海外から䛾返還低レベル廃棄物䛾受入れ

電気事業連合会䛿、海外から䛾返還廃棄物について高レベル放射性廃棄物に
続き、低レベル放射性廃棄物䛾受入れ及び貯蔵を計画。

仏国AREVA NC社（旧COGEMA社）から返還される低レベル放射性廃棄物につ
いて䛿、固型物収納体（以下、「CSD-C※１」という。）及び低レベル放射性廃棄物ガラ
ス固化体（以下、「CSD-B ※２ 」という。）䛾形態で2013年から返還開始する計画。
また、英国Sellafield Ltd社（旧BNFL社）から䛾低レベル放射性廃棄物について

１．䛿じめに
（２）海外返還廃棄物䛾受入れ䛾概要①

4

また、英国Sellafield Ltd社（旧BNFL社）から䛾低レベル放射性廃棄物について
䛿、代わりに高レベル放射性廃棄物（ガラス固化体）にて返還する計画。

なお、受け入れた返還廃棄物䛿、最終的な処分に向けて搬出されるまで䛾期間、
適切に一時貯蔵する計画。

※１： CSD-C：Colis（コンテナ）Standard（標準）de Dechéts（廃棄物）Compacté（圧縮体）

※２： CSD-B：Colis（コンテナ）Standard（標準）de Dechéts（廃棄物）Boues（ỿ殿物）

【https://www.pref.aomori.lg.jp/soshiki/energy/g-richi/files/sanko1-3.pdfに筆者加筆】	 【18】	
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２．低レベル廃棄物受入れ・貯蔵施設䛾新設２．低レベル廃棄物受入れ・貯蔵施設䛾新設２．低レベル廃棄物受入れ・貯蔵施設䛾新設２．低レベル廃棄物受入れ・貯蔵施設䛾新設

日本原燃株式会社䛿、電気事業連合会䛾要請に基づき再処理事業所に低レベル
廃棄物受入れ・貯蔵施設を建設し、仏国から返還される低レベル放射性廃棄物を受
入れ、貯蔵する計画。

また、同施設で䛿六ヶ所再処理工場にて製造される低レベル放射性廃棄物（ハル
等圧縮体）䛾貯蔵も行う計画。

１．䛿じめに
（３）海外返還廃棄物䛾受入れ䛾概要②

5

３．高レベル放射性廃棄物貯蔵管理センターにおける返還低レベル廃棄物䛾受入れ、３．高レベル放射性廃棄物貯蔵管理センターにおける返還低レベル廃棄物䛾受入れ、３．高レベル放射性廃棄物貯蔵管理センターにおける返還低レベル廃棄物䛾受入れ、３．高レベル放射性廃棄物貯蔵管理センターにおける返還低レベル廃棄物䛾受入れ、
貯蔵貯蔵貯蔵貯蔵

電気事業連合会䛿、低レベル廃棄物受入れ・貯蔵施設について、種々䛾工期短
縮化方策を講じたとしても、2013年䛾返還開始までに操業開始すること䛿困難であ
ると想定。こ䛾ため、日本原燃株式会社䛿、電気事業連合会䛾要請に基づき2013
年から䛾返還開始を実現するため、高レベル放射性廃棄物貯蔵管理センターに機
能追加等を実施し、2013年から低レベル廃棄物受入れ・貯蔵施設が操業するまで
䛾間に仏国から返還される低レベル放射性廃棄物について䛿、同管理センターで
受入れ、貯蔵する計画。

【https://www.pref.aomori.lg.jp/soshiki/energy/g-richi/files/sanko1-3.pdfに筆者加筆】	

新設	

使用目
的追加	
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34 

また、ハル等圧縮体については、第２低レベル放射性廃棄物処理建屋（計

画）から搬送され、同様に収納管に貯蔵される。 

貯蔵ピットの概要図を図Ⅳ．１．３に示す。 

 

 

図Ⅳ．１．１ 施設配置図 

 

高レベル放射性廃棄物貯蔵管理センター 

低レベル廃棄物受入れ・貯蔵施設 

【20】	
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35 

 

表Ⅳ．１．１ 低レベル廃棄物受入れ・貯蔵施設の概要 

貯蔵容量 8,320 本 

輸送容器 

仮置き基数 
18 基（TN®843型輸送容器または TN®28VT型輸送容器） 

建屋 

約 85m（東西方向）×約 80m（南北方向）×約 20m（地上高さ） 

地上 2階・地下 3階 鉄筋コンクリート造 

（一部鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄骨造及び鋼板コンクリート造） 

貯蔵方式 

貯蔵ピットの収納管に 10 段積み 

1,280 本/基×6基 

640 本/基×1基 

冷却方式 
間接自然空冷貯蔵方式 

※高レベル放射性廃棄物貯蔵管理センターと同様 
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１．返還数量及び実績１．返還数量及び実績１．返還数量及び実績１．返還数量及び実績

２．受入れ・貯蔵施設２．受入れ・貯蔵施設２．受入れ・貯蔵施設２．受入れ・貯蔵施設

返還数量 返還実績（計画）

仏国 AREVA NC社 1,310本 計12回䛾輸送を実施し、返還終了
英国 Sellafield Ltd社 約 850本 2010年3月受入れ開始

１．䛿じめに
（４）返還高レベル廃棄物について

6

・日本原燃株式会社䛾高レベル放射性廃棄物貯蔵管理センター
(1期貯蔵施設：貯蔵容量1,440本)が、1995年操業開始
・総返還想定本数(約2,200本)に対応するため、ガラス固化体貯蔵建屋B棟
(貯蔵容量 1,440本)を建設中（2010年10月竣工予定）

３．処分３．処分３．処分３．処分

・「特定放射性廃棄物䛾最終処分に関する法律」に規定される第一種特定
放射性廃棄物（高レベル廃棄物）に該当し、最終処分を計画的かつ確実に
実施させるため䛾措置等を規定

・2003年12月に䛿概要調査地区䛾候補となる区域䛾公募が開始
「高レベル処分法」：最初の募集は文献調査地区ではない！	

【https://www.pref.aomori.lg.jp/soshiki/energy/g-richi/files/sanko1-3.pdfに筆者加筆】	
【22】	
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１．返還数量及び返還時期１．返還数量及び返還時期１．返還数量及び返還時期１．返還数量及び返還時期

返還数量 返還計画

仏国AREVA NC社
固型物収納体（CSD-C） 最大約4,400本

(現在見通し1，700本～2，600本) 2013年度
返還開始
を計画

低レベル放射性廃棄物

ガラス固化体（CSD-B）
最大約28本

(現在見通し10本程度)

英国Sellafield Ltd セメント固化体:約2,700本 高レベル廃棄物 廃棄物交

１．䛿じめに
（５）返還低レベル廃棄物について

7

２．受入れ・貯蔵施設２．受入れ・貯蔵施設２．受入れ・貯蔵施設２．受入れ・貯蔵施設
・日本原燃株式会社䛾低レベル廃棄物受入れ・貯蔵施設 (貯蔵容量8,320本) を建設
（再処理工場から発生するハル等圧縮体も年間約700本受入れ）
・日本原燃株式会社䛾高レベル放射性廃棄物貯蔵管理センター （受入余裕650本）に受
入れ

３．処分３．処分３．処分３．処分

・「特定放射性廃棄物䛾最終処分に関する法律」で䛿、第二種特定放射性廃棄物（TRU
廃棄物）に該当し、最終処分を計画的かつ確実に実施させるため䛾措置等を規定

・概要調査地区䛾候補となる区域䛾公募を実施中

英国Sellafield Ltd
社

セメント固化体:約2,700本 高レベル廃棄物

雑固体：約5,100本 約70本
廃棄物交
換を計画

「高レベル処分法」：最初の募集は文献調査地区ではない！	

計
画
叐
福
島
第
一
原
発
事
故
、
新
規
制
基
準
対
応
等
叏	

叀
叢、
延
期
呍
未
定
双
友
叄
叇
厦
召
。	

高レベルガラス固化体と同様地下300mに処分必要	

【https://www.pref.aomori.lg.jp/soshiki/energy/g-richi/files/sanko1-3.pdfに筆者加筆】	 【23】	



２．海外から䛾返還低レベル廃棄物䛾受入れについて
（２）仏国から返還される低レベル廃棄物䛾特徴

○形状䛿、高レベル放射性廃棄物ガラス固化体とほぼ同じで、放射能濃度及び発熱
量䛿高レベル放射性廃棄物ガラス固化体䛾２桁程度低いも䛾となる。CSD-C䛾重
量䛿高レベル放射性廃棄物ガラス固化体よりも約300kg重く約850kgとなり、CSD-B
䛾重量䛿高レベル放射性廃棄物ガラス固化体と同等䛾約550kgとなる。

○返還本数䛿、CSD-Cが最大約4,400本（現状見通し1,700本～2,600本）、CSD-Bが最
大約28本（現状見通し10本程度）となる。

仏国から返還される低レベル放射性廃棄物 六ヶ所再処理施設で製造さ
れる低レベル放射性廃棄物

＜参考＞
高レベル放射性廃棄物

12

約430mm × 約1340mm
容器肉厚 約5mm

約430mm × 約1340mm
容器肉厚 約5mm

約430mm × 約1340mm
容器肉厚 約5mm

約430mm × 約1340mm
容器肉厚 約5mm

種 類
れる低レベル放射性廃棄物 高レベル放射性廃棄物

固型物収納体（CSD-C）
低レベル放射性廃棄物
ガラス固化体（CSD-B）

ハル等圧縮体 ガラス固化体（CSD-V）

形 状
（外径×高さ）

容器材質 ステンレス鋼

最大放射能量
（Bq/本）

アルファ線を放出する放射性物質 ： 6.2×1012 同左 ： 7.9×1012 同左 ： 3.5×1014

アルファ線を放出しない放射性物質 ： 7.4×1014 同左 ： 1.6×1015 同左 ： 4.5×1016

最大発熱量（W/本） 90 260 2,000

最大重量（kg/本） 850 550 880 550

受入れ本数 最大 約4,400本 最大 約28本 最大 約700本／年 1,310本

（仏国分）
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【https://www.pref.aomori.lg.jp/soshiki/energy/g-richi/files/sanko1-3.pdfに筆者加筆】	
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【https://www.pref.aomori.lg.jp/soshiki/energy/g-richi/files/0701-houkokusyo.pdf】	
	

 

 
 

表Ⅲ．１．１ 仏国から返還される低レベル放射性廃棄物及び六ヶ所再処理工場にて製造されるハル等圧縮体の仕様 

4.5×1016

3.5×1014

90

7.4×1014

6.2×1012

種 類

仏国から返還される
低レベル放射性廃棄物

六ヶ所再処理工場で製造され
る低レベル放射性廃棄物

＜参考＞
高レベル放射性廃棄物

固型物収納体
（CSD-C）

低レベル放射性
廃棄物ガラス固化体

（CSD-B）
ハル等圧縮体

高レベル放射性廃棄物
ガラス固化体

（CSD-V）[仏国分]

高レベル放射性廃棄物
ガラス固化体
（SL）[英国分]

形 状
（外径×高さ）

最大
放射
能濃
度
(Bq/本)

6.2×1012 7.9×1012 3.5×1014

7.4×1014 1.6×1015 4.5×1016

主な
放射性核種

Co, Cs, Sr, Pu, Cm,  
3H,Kr

Cs, Sr, Eu, Am, Cm Co, Cs, Sr, Pu, Cm, 3H, Kr Cs, Sr, Ru, Am, Cm Cs, Sr, Ru, Am, Cm

最大発熱量
（W/本） 90 260 2,000 2,500

廃棄物
の起源

ハル・エンドピース
雑固体廃棄物（金属）

低レベル放射性廃液 ハル・エンドピース 高レベル放射性廃液 高レベル放射性廃液

容器を含む
最大重量
（kg/本）

850 550 880 550 550

受入れ本数 最大 約4,400本 最大 約28本 最大 約700本／年 1,310本 約850本

約430mm 
× 約1340mm
容器肉厚
約5mm

約430mm 
× 約1340mm
容器肉厚
約5mm

約430mm 
× 約1340mm
容器肉厚
約5mm

約430mm 
× 約1340mm
容器肉厚
約5mm

約430mm 
× 約1340mm
容器肉厚
約5mm

アルファ線を
放出しない放
射性物質

アルファ線を

放出する放射

性物質

4.5×1016

3.5×1014

90

7.4×1014

6.2×1012

種 類

仏国から返還される
低レベル放射性廃棄物

六ヶ所再処理工場で製造され
る低レベル放射性廃棄物

＜参考＞
高レベル放射性廃棄物

固型物収納体
（CSD-C）

低レベル放射性
廃棄物ガラス固化体

（CSD-B）
ハル等圧縮体

高レベル放射性廃棄物
ガラス固化体

（CSD-V）[仏国分]

高レベル放射性廃棄物
ガラス固化体
（SL）[英国分]

形 状
（外径×高さ）

最大
放射
能濃
度
(Bq/本)

6.2×1012 7.9×1012 3.5×1014

7.4×1014 1.6×1015 4.5×1016

主な
放射性核種

Co, Cs, Sr, Pu, Cm,  
3H,Kr

Cs, Sr, Eu, Am, Cm Co, Cs, Sr, Pu, Cm, 3H, Kr Cs, Sr, Ru, Am, Cm Cs, Sr, Ru, Am, Cm

最大発熱量
（W/本） 90 260 2,000 2,500

廃棄物
の起源

ハル・エンドピース
雑固体廃棄物（金属）

低レベル放射性廃液 ハル・エンドピース 高レベル放射性廃液 高レベル放射性廃液

容器を含む
最大重量
（kg/本）

850 550 880 550 550

受入れ本数 最大 約4,400本 最大 約28本 最大 約700本／年 1,310本 約850本

約430mm 
× 約1340mm
容器肉厚
約5mm

約430mm 
× 約1340mm
容器肉厚
約5mm

約430mm 
× 約1340mm
容器肉厚
約5mm

約430mm 
× 約1340mm
容器肉厚
約5mm

約430mm 
× 約1340mm
容器肉厚
約5mm

アルファ線を
放出しない放
射性物質

アルファ線を

放出する放射

性物質9 
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放
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能
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ル
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T㻾UT㻾UT㻾UT㻾U廃棄物廃棄物廃棄物廃棄物

高レベル高レベル高レベル高レベル
放射性廃棄物放射性廃棄物放射性廃棄物放射性廃棄物

１．䛿じめに

（８）放射性廃棄物䛾区分と放射能濃度䛾関係

ＣＳＤ－Ｃ，ＣＳＤ－ＢＣＳＤ－Ｃ，ＣＳＤ－ＢＣＳＤ－Ｃ，ＣＳＤ－ＢＣＳＤ－Ｃ，ＣＳＤ－Ｂ

放
射
能
濃
度
（

放
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能
濃
度
（

放
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濃
度
（

放
射
能
濃
度
（
B
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／
ｔ）

／
ｔ）

／
ｔ）
／
ｔ）

10

101010109999 10101010 15151515

βγβγβγβγ放射能濃度（放射能濃度（放射能濃度（放射能濃度（BqBqBqBq／ｔ）／ｔ）／ｔ）／ｔ） 放射能レベル高放射能レベル高放射能レベル高放射能レベル高

ピット処分対象廃棄物ピット処分対象廃棄物ピット処分対象廃棄物ピット処分対象廃棄物

トレンチ処分対象廃棄物トレンチ処分対象廃棄物トレンチ処分対象廃棄物トレンチ処分対象廃棄物

3333
101010103333

ウラン廃棄物

101010109999

αα αα
放
射
能
濃
度
（

放
射
能
濃
度
（

放
射
能
濃
度
（

放
射
能
濃
度
（

10101010

余裕深度処分対象廃棄物余裕深度処分対象廃棄物余裕深度処分対象廃棄物余裕深度処分対象廃棄物

放射能レベルの低い廃棄物ではない：フランスでは中レベル	
【https://www.pref.aomori.lg.jp/soshiki/energy/g-richi/files/0701-houkokusyo.pdfに加筆】	
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A㻾EVA NC社

再処理を委託 品質保証計画・品質管理計画䛾妥
当性確認等を委託

品質保証監査䛾実施
＜第三者機関＞

A㻾EVA NC社 再処理工場䛾品質保証体系

ビューロ・ベリタス（BV）社

BV監査䛾概要

監査結果報告

日本電力

２．海外から䛾返還低レベル廃棄物䛾受入れについて
（５）返還廃棄物（CSD-C/CSD-B）に係る品質保証体系③

15

（運転前）
品質管理及び品質保証措置䛾評価
A-技術書類䛾審査
B-品質保証体制䛾評価
C-品質保証計画䛾評価
D-技術評価
E-試運転へ䛾立会い

（運転開始後）
①体系的な技術評価

検査、調査処理䛾ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ及び変更䛾ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ

②品質保証監査
A㻾EVA NC䛾品質保証ｼｽﾃﾑが履行されており、
有効であり、かつ管理されていることを確認

BV監査䛾概要

文書体系

製 造

品質ﾏﾆｭｱﾙ

品質保証計画（㻽A㻼）

品質管理計画（㻽C㻼）

各施設䛾品質保証体制、
製造管理プロセス等を規定

製造管理パラメータ等を規定

再処理工場全体

品質保証はAREVAとビューロー・ベリタス社にお任せ！	

【https://www.pref.aomori.lg.jp/soshiki/energy/g-richi/files/0701-houkokusyo.pdfに筆者加筆】	
	

【27】	



�
海外からの返還廃棄物受⼊概要�

ー⻘森県検討会資料からー�
からー�

【https://www.pref.aomori.lg.jp/soshiki/energy/g-richi/files/0701-houkokusyo.pdfに筆者加筆】	
	

２．海外から䛾返還低レベル廃棄物䛾受入れについて
（４）返還廃棄物（CSD-C/CSD-B）に係る品質保証体系②

（１）返還廃棄物䛾仕様䛾妥当性

（２）A㻾EVA NC社䛾品質保証計画（QAP）䛾妥当性、及び計画に基づく実施状況

電気事業者䛿、品質マネジメントシステム䛾下で次䛾事項を確認することで、仕
様から外れた廃棄体䛿日本に返還されない。

14

（３）A㻾EVA NC社䛾品質管理計画（QCP）䛾妥当性、及び計画に基づく実施状況

※（２）、（３）について䛿、ビューロ・ベリタス社䛾監査報告書に基づき確認

そ䛾他、必要に応じて直接的にA㻾EVA NC社䛾製造管理等を確認
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からー�２．海外から䛾返還低レベル廃棄物䛾受入れについて

（６）返還廃棄物（ＣＳＤ－Ｃ）製造工程䛾概要

固型物を
容器へ収納圧縮 円盤状䛾固型物

ハル・エンドピース等

○使用済燃料䛾再処理に伴い発生する燃料被覆管䛾せん断片
（ハル）・燃料集合体端末片（エンドピース）及び雑固体廃棄物を圧縮
処理し、ステンレス鋼製容器に封入した固型物収納体

16

出典：AREVA NC社パンフレット

【https://www.pref.aomori.lg.jp/soshiki/energy/g-richi/files/sanko1-3.pdfに筆者加筆】	 【29】	
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ガラス
フリット

定量供給装置

計量装置

２．海外から䛾返還低レベル廃棄物䛾受入れについて
（７）返還廃棄物（ＣＳＤ－Ｂ）製造工程䛾概要

○低レベル濃縮廃液をほうけい酸ガラスで固型化した低レベル放射性
廃棄物ガラス固化体

17

廃液の採取

廃液貯蔵タンク 供給タンク
か焼炉 溶融炉

ガ
再 ラ
処 ス
理 固
工 化 冷 却 貯

⇒ ⇒程 施 ガラス固化体 蓋溶接
設 表面汚染検査 蔵

重量測定装置

【https://www.pref.aomori.lg.jp/soshiki/energy/g-richi/files/sanko1-3.pdfに筆者加筆】	
【30】	



�
海外からの返還廃棄物受⼊概要�

ー⻘森県検討会資料からー�
からー�

○廃棄物交換について䛿、英国事業者䛾提案を受け、日本国政府にて議論をし、
妥当とされた。こ䛾際、放射線による影響が等価であることを判断基準とし、ITP
（Integrated Toxic Potential：累積影響度指数）という指標を用いることが妥当とさ
れた。

○そ䛾指標を用いると、英国から返還される低レベル放射性廃棄物䛿、高レベル
放射性廃棄物ガラス固化体約70本（現状䛾想定値）に相当。

２．海外から䛾返還低レベル廃棄物䛾受入れについて
（８）英国から䛾交換廃棄物䛾受入れ（単一返還）䛾全体概要①

18

放射性廃棄物ガラス固化体約70本（現状䛾想定値）に相当。
○電気事業連合会䛿、こ䛾提案を受入れ、高レベル放射性廃棄物貯蔵管理セン
ターにて受入れ、貯蔵することを計画している。なお、交換される放射性廃棄物
䛿、既に、日本原燃株式会社にて受入れ・貯蔵を行っている高レベル放射性廃
棄物ガラス固化体そ䛾も䛾であり、本提案䛾採用による施設䛾改造等䛾必要䛿
ない。

【https://www.pref.aomori.lg.jp/soshiki/energy/g-richi/files/sanko1-3.pdfに筆者加筆】	

等価交換？	
Swappingと言われていた！	

廃棄物等価交換？	

？？？�
�
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図Ⅵ．１．２ 交換比率の算定に用いる指標（ITP）の計算方法について 

 

○「低レベル廃棄物全体のITP」÷「高レベル廃棄物１本当たりのITP」
＝交換廃棄物（ガラス固化体）の本数

○軽水炉分と同様にガス炉分の交換廃棄物の本数を算出し、その合計が
約７０本となる。

○「低レベル廃棄物全体のITP」÷「高レベル廃棄物１本当たりのITP」
＝交換廃棄物（ガラス固化体）の本数

○軽水炉分と同様にガス炉分の交換廃棄物の本数を算出し、その合計が
約７０本となる。

低レベル廃棄物全体のITP
（軽水炉分）

低レベル廃棄物全体の
ITP（ガス炉分）

÷

÷

高レベル廃棄物
１本当たりのITP

高レベル廃棄物
１本当たりのITP

交換廃棄物（ガラス
固化体） 約70本

 

 

図Ⅵ．１．３ 交換廃棄物の算出方法について 

 

２．交換に係る指標の妥当性について 

(1) 単一返還に係る日本での検討経緯 

平成8年頃から英国より、英国 Sellafield Ltd社に委託した再処理に伴い発生した

累積影響度指数（ITP：Integrated Toxic Potential） は、単一返還における
交換比率の指標として、 英国が提案しているものである。

ＩＴＰとは、放射性物質による人への潜在的な影響を評価するための指標であり、
放射性廃棄物中の放射性物質が水に溶けて希釈され、飲用に際して安全である
と考えられるのに必要な希釈水の量（時間積分値）で示される。

廃棄物中の核種毎の放射能量（Bq）

核種毎の年間1mSvに相当する経口摂取限度（Bq）

廃棄物中の核種毎の放射能量（Bq）

核種毎の年間1mSvに相当する経口摂取限度（Bq）

〕dt

³
500年

10万年

〔Σ

× 標準人の年間の水摂取量（m3）

ITP=

2006～2007年放射性廃棄物小委員会での議論を経て、特定放射性廃棄
物の最終処分に関する法律施行規則第2条に、環境への影響の程度を計算
する指標として規定

1
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組織の概要

１．海外再処理委員会（ＯＲＣ）とは

　海外再処理委員会は、電力１０社が、仏国COGEMA及び英国BNFLと締結した使
用済原子燃料の再処理契約・海外再処理に伴う輸送契約に関し、電力１０社の窓口
として契約交渉・契約履行の補助や各社間の調整を行うことを目的として１９７７
年１０月に設立された組織です。

北海道電力（株）
東北電力（株）
東京電力（株）
中部電力（株）
北陸電力（株）
関西電力（株）
中国電力（株）
四国電力（株）
九州電力（株）

日本原子力発電（株）
電源開発（株）※

　　　　※2009年度より参加

２．業務内容

①海外再処理委託業務に係わる補助・調整

②放射性物質の海上輸送に係わる業務の補助・調整

③放射性物質輸送に係わる海外ＰＡ活動

３．組織の概要

日本の電力会社と英・仏の再処理事
業者の契約等全てを調整する組織。	

HPには、これ以外何もない！	
	

日本の電力会社の委託再処理への
動きは、東京電力・関西電力・中部電
力を中心に、1970年代初から始まっ
ていた。	

 海外再処理委員会	

【34】	



関西電力、使用済みMOX燃料を福井県外に　仏で再処理

関西 フォローする

2023年6月12日 20'01

保存

高浜原発の使用済みMOX燃料をフランスに搬出する（2020年2月、福井県高浜町）

関西電力は12日、ウラン・プルトニウム混合酸化物（MOX）燃料をフランスで再処理する
実証試験を2030年代初頭にかけて実施すると発表した。高浜原子力発電所（福井県高浜
町）から使用済みのMOX燃料をフランスに送り、再処理する。関電は23年末までに福井県
外に中間貯蔵施設を確保するとしてきたが、海外に使用済み燃料を搬出することで県側の理
解を得たい考えだ。

関電の森望社長が12日、福井県の杉本達治知事に実証実験の計画や意義などを説明した。日
仏両政府の合意を踏まえ、大手電力など11社が進める再処理の実証研究の一環として、関電
が高浜原発の使用済み燃料を20年代後半にフランスに搬出する。国内で使用したMOX燃料
が再処理できるかを検証する。

関電は23年末までに使用済み燃料の中間貯蔵施設の整備について、福井県外で計画地を決
めるとしてきた。決められなければ運転開始から40年を超える美浜原発3号機（美浜町）と
高浜原発1、2号機の稼働を停止すると説明しており、当初計画とは異なる県外への搬出を福
井県側がどう判断するかが焦点となる。杉本知事は「これから十分に精査する」とし、国の
意見や議会の意見を聞いたうえで「県として総合的に判断する」とした。

お申し込み
朝刊・夕刊 LIVE Myニュース 日経会社情報 人事ウオッチ NIKKEI Prime

未登録

トップ 速報 オピニオン 経済 政治 ビジネス 金融 マーケット マネーのまなび テック 国際 スポーツ 社会・調査 地域 文化 ライフスタイル

関西電力、使用済み燃料MOX燃料を	
仏で再処理(2023/6/12)	

【35】	



関電のMOX燃料再処理	

使用済MOX燃料再処理実証研究に伴う
使用済燃料の搬出について

２０２３年６月１２日
関西電力株式会社

・実証研究の背景 ･･･

・実証研究の実施目的 ･･･

・実証研究の実施体制 ･･･

・実証研究における使用済燃料の搬出 ･･･

・当社の中間貯蔵の取組み ･･･

１

２

３

４

5

別 紙

ttps://www.kepco.co.jp/corporate/pr/2023/pdf/20230612_1j.pdf	 【36】	



1実証研究の背景

【国の方針等】
2021.10.22 第6次エネルギー基本計画が閣議決定
• 使用済MOX燃料の処理・処分について、2030年代後半の技術確立を目途に研究開発に取り組む

2023.4.28 「今後の原子力政策の方向性と行動指針」を決定
• 使用済MOX燃料の再処理技術の早期確立に向けた研究開発の加速
• 官民連携による国際協力の推進

2023.5.3 西村経済産業大臣と仏国パニエ＝リュナシェ・エネルギー移行大臣が共同声明に署名
• 核燃料サイクルに関する技術協力の加速に向けて取り組む
• 研究機関および民間企業は、使用済MOX燃料の再処理を見通すための研究を続ける

電気事業連合会は、本日、使用済MOX燃料再処理実証研究の計画を公表（ 6 参考資料 ）

○原子力発電を利用していくために、原子燃料サイクルの方針に基づいて、使用済燃料を安全
かつ確実に処理・処分することは極めて重要な課題

○使用済MOX燃料については、再処理技術を早期に確立することが必要

【事業者の認識】

ttps://www.kepco.co.jp/corporate/pr/2023/pdf/20230612_1j.pdf	 【37】	



2実証研究の実施目的

○国内の原子力発電所で発生した使用済MOX燃料を2020年代後半に仏国に搬出し、
2030年代初頭に仏国の商業用再処理プラントで再処理することにより、知見獲得等を
目指す

①再処理プロセスを通じて、使用済MOX燃料の再処理実用化に向けた必要な技術
的知見の獲得
（技術的知見の一例）

• 溶解時のプルトニウムの挙動および溶解条件の確認
• 臨界管理や放射線遮へい能力への影響といった施設への影響確認

②国内の原子力発電所で使用しているMOX燃料が、商業用プラントで再処理可能
であることの実証

ttps://www.kepco.co.jp/corporate/pr/2023/pdf/20230612_1j.pdf	 【38】	



3実証研究の実施体制

《技術的知見の獲得》
電力11社（関西電力含む）【実施主体】
日本原燃・日本原子力研究開発機構
【電力11社より委託を受け、オラノ社に再委託】

《再処理等》
使用済燃料再処理機構
【オラノ社に委託】

《使用済燃料の搬出》
関西電力
【仏国へ使用済燃料を搬出】

オラノ社
研究委託

※ 再処理、MOX燃料加工等

再処理等委託※

使用済MOX燃料:約 10トン
使用済ウラン燃料:約190トン

○電力11社が実施主体となり、日本原燃および日本原子力研究開発機構に委託するとともに、
再処理実務を行う仏国オラノ社に再委託する

○使用済燃料再処理機構は再処理等拠出金法に基づき、オラノ社へ再処理等を委託する
○研究に必要な約200トンの使用済燃料を関西電力より搬出する

使用済燃料搬出
（約200トン）
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○使用済MOX燃料再処理実証研究において、当社は、「約200トンの使用済燃料を2020年
代後半に仏国に搬出する」という役割を担っている

○この役割を確実に果たせるよう、着実に準備を進める

実証研究における使用済燃料の搬出

関西電力
原子力発電所

仏国 オラノ社

(使用済燃料)

輸送容器

使用済燃料

使用済燃料プール

使用済燃料を輸送容器に装荷

（使用済燃料の搬出）

（使用済燃料の搬出に向けた準備）

許認可取得 製造設計

関係者協議・輸送船手配 等

使用済燃料の
搬出

輸送容器の手配

輸送実施の調整

2020年代後半
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5当社の中間貯蔵の取組み

・本日、電気事業連合会が使用済MOX燃料の再処理実証研究の計画を公表、2020
年代後半に当社の原子力発電所から使用済燃料約200トンを仏国へ搬出することと
なった
・使用済燃料が福井県外に搬出されるという意味で、中間貯蔵と同等の意義があり、
2023年末を最終の期限として取り組むとしていた計画地点の確定は達成され、福井県と
の約束はひとまず果たされたと理解
・2030年頃の操業規模は、7基体制になったことによる使用済燃料の発生量の減少、六ヶ
所再処理施設の稼働状況等も考慮し、今後、必要に応じて適切な規模に見直す
・発電所の将来の安定運転に必要な使用済燃料の搬出容量を確保するため、引き続き、
あらゆる可能性を追求

○2021年2月12日、当社は、経産大臣、エネ庁長官もご出席された場において、「2023年
末までに計画地点を確定する。確定できない場合には、確定できるまでの間、美浜3号機、
高浜1・2号機の運転は実施しないという不退転の覚悟で臨む」旨、福井県知事にご報告

○2030年頃の操業規模を2,000トンとして、活動に取り組み

中間貯蔵を経営上の最重要課題の一つに位置づけ、期限までに計画地点を確定できる
よう、あらゆる可能性を追求する活動を社長自らが先頭に立ち、全社一丸となって展開
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プルトニウムを仏に譲渡、ふげん燃料で原子力機構が発表

経済 フォローする

2022年6月24日 20&16

保存

新型転換炉「ふげん」（2020年10月、福井県敦賀市）=共同

日本原子力研究開発機構は24日、新型転換炉ふげん（福井県、廃炉作業中）の使用済み核
燃料を再処理してもらう契約をフランス企業と結んだと発表した。取り出したプルトニウム
はフランス側に譲渡する。契約は燃料の輸送と再処理で同機構は約2億5千万ユーロ（約
350億円）を支払う。

同機構によると、フランス側はプルトニウムを民生用原子炉の燃料の材料とし、日本以外の
第三者が使う。譲り渡すプルトニウムについて、燃料の利用者が決まれば価格を定め、フラ
ンス側が同機構に対価を支払うことになった。利用者として電力会社などを想定している。

ふげんの使用済み燃料は731体あり、日本からの搬出は2023年度～26年夏ごろ、再処理は
24年度～29年度の実施を予定している。再処理で約1.3トンのプルトニウムが取り出される
見込み。再処理で発生する高レベル放射性廃棄物は日本に持ち帰る。

契約は24日付で相手はオラノ・リサイクル。

日本でふげん燃料の搬出先がないため、同機構はフランスでの再処理に向け準備してきた。
日本は、プルトニウムを利用する核燃料サイクルを維持する一方、核兵器の材料にもなるプ
ルトニウムの保有量を削減する方針。ふげんのプルトニウムは同機構で使途がなく、他国に
譲渡するという異例の対応になった。

同機構は譲渡に関し「利用目的のないプルトニウムを持たないという政府方針を考慮して決
めた」としている。

ふげんは出力16万5千キロワットで1979年に本格運転を始め、03年に運転を終了した。33

年度の廃炉作業完了を目指している。使用済み燃料は、茨城県にある同機構の施設で再処理
されたが、同施設は廃止が決まり、未処理のものがふげんと茨城県の施設に残っている。
〔共同〕

アプリで開く

お申し込み ログイン
朝刊・夕刊 LIVE Myニュース 日経会社情報 人事ウオッチ NIKKEI Prime

トップ 速報 オピニオン 経済 政治 ビジネス 金融 マーケット マネーのまなび テック 国際 スポーツ 社会・調査 地域 文化 ライフスタイル

⽇
本
原
⼦
⼒
研
究
開
発
機
構�

ふ
げ
ん
の
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
を�

フ
ラ
ン
ス
に
譲
渡???�

【44】	



1 

 

2023 年 9 月 19 日 
日本原子力研究開発機構 

 
 

新型転換炉原型炉ふげん使用済燃料の再処理により 

回収されるプルトニウムの利用方針について 

（報告） 

 

1． はじめに 

本報告は、2018 年 4 月 17 日付け原子力規制委員会宛、原子力委員会委員長

発信文書、府政科技第 347 号「国立研究開発法人日本原子力研究開発機構原子

炉廃止措置研究開発センター新型転換炉原型炉施設の原子炉設置変更許可につ

いて（答申）」において、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下「原子

力機構」という。）に求められた標記の件について行うものである。 

 

2． 経緯  

原子力機構新型転換炉原型炉ふげん（以下「ふげん」という。）の使用済燃料は、

当初、原子力機構の再処理施設にて再処理を行うこととしていた。しかし、原子力機

構は「日本原子力研究開発機構改革報告書（2014 年 9 月 30 日）」において「東海

再処理施設については、使用済燃料のせん断、溶解等を行う一部の施設の使用を

取りやめ、次期中期目標期間（2015 年度～）中に廃止措置計画を申請する方向で

検討を進める」とするとともに、ふげん使用済燃料等の処理は「その処理を海外委託

の可能性を視野に諸課題の解決を図っていく」こととした。原子力機構は、2017 年 6

月 30 日に東海再処理施設の廃止措置計画認可申請を行い、2018 年 6 月 13 日に

認可を受けたことにより、ふげんの使用済燃料を原子力機構の再処理施設で再処

理することが事実上不可能となった。  

原子力機構は仏国オラノ・リサイクルと、ふげんの使用済燃料の再処理を同社に

委託する協議を進め 2018 年 2 月 28 日に、ふげんの原子炉設置許可申請書の本

文「8.使用済燃料の処分の方法」を「国内又は我が国と原子力の平和利用に関する

協力のための協定を締結している国の再処理事業者において全量再処理を行う」と

する原子炉設置変更許可申請を行った。  

本設置変更許可申請に関し 2018 年 3 月 20 日、原子力規制委員会は原子力委

員会へ「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」における許可

の基準の適用について意見聴取を行い、それに対し 2018 年 4 月 17 日付け府政科

技第 347 号「国立研究開発法人日本原子力研究開発機構原子炉廃止措置研究開

発センター新型転換炉原型炉施設の原子炉設置変更許可について（答申）」により、

「当該発電用原子炉が平和の目的以外に利用されるおそれがないものと認められる

とする原子力規制委員会の判断は妥当である」とする答申がなされた。また、原子

力委員会は原子力機構に対し、再処理により回収されるプルトニウムの利用方針に

関して原子力委員会に報告することを求めた。 

 

2 

 

この答申を受け、原子力規制委員会は 2018年 4月 25日に原子炉設置変更を許

可した。許可を取得した原子力機構は、ふげんの使用済燃料の再処理に関する原

子力機構とオラノ・リサイクルとの間の基本枠組契約（以下「基本枠組契約」という。）

を 2022 年 3 月 31 日に、原子力機構の使用済燃料の輸送及び再処理に関する原

子力機構とオラノ・リサイクルとの間の履行契約（以下「履行契約」という。）を 2022

年 6 月 24 日に締結した。 

一方、日本国政府とフランス共和国政府との間では 2022年 6月 15日に「使用済

燃料の輸送及び再処理、放射性廃棄物の返還等に関する書簡」の交換が行われた。 

 

3． 回収プルトニウムの利用方針 

履行契約で再処理の対象となるふげんの使用済燃料は、ふげんに 466 体、東海

再処理施設に 265体が現在、保管されており、これら 731体の使用済燃料を再処理

することにより回収されるプルトニウム（以下「回収プルトニウム」という。）の量は約

1.3ｔ と評価している。 

この回収プルトニウムについては「我が国におけるプルトニウム利用の基本的な

考え方（2018年 7月 31日原子力委員会決定）」に基づき、我が国のプルトニウム保

有量が現在の水準を超えることがないよう、オラノ・リサイクルに譲渡することとした。 

 

4． 回収プルトニウムの平和利用について 

ふげんの回収プルトニウムが平和利用されることは、以下の4.1～4.5に示す契約・

協定により担保されている。 

 

4.1 基本枠組契約 

2022年3月31日に原子力機構とオラノ・リサイクル間で締結された契約であり、使

用済燃料の輸送、再処理、放射性廃棄物の保管・返還、及び付随する役務を原子

力機構からオラノ・リサイクルに委託するための基本的枠組みを定めたものである。 

この基本枠組契約において「回収プルトニウムの所有権は、再処理完了後直ぐに、

原子力機構からオラノ・リサイクルに譲渡される」としている。 

 

4.2 履行契約 

2022年6月24日に原子力機構とオラノ・リサイクル間で締結された契約であり、使

用済燃料の輸送及び再処理の実施について事業者間で合意した内容を定めたもの

である。 

この履行契約において、回収プルトニウムは分離時に原子力機構から オラノ・リ

サイクルに移管され、毎年 12 月 31 日にオラノ・リサイクルの再処理施設における

原子力機構のプルトニウムインベントリーが 0 となるようにすることとしている。 

また「オラノ・リサイクルに移転された回収プルトニウムは、民生用原子炉における

平和利用のためだけに再利用される。オラノ・リサイクルからエンドユーザーに回収

プルトニウムの所有権を移転する際に、オラノ・リサイクルは、原子力機構の要請に

基づき、回収プルトニウムが平和的目的でのみ利用されることを書面で保証する」と

している。 
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基づき、回収プルトニウムが平和的目的でのみ利用されることを書面で保証する」と

している。 

2 

 

この答申を受け、原子力規制委員会は 2018年 4月 25日に原子炉設置変更を許

可した。許可を取得した原子力機構は、ふげんの使用済燃料の再処理に関する原

子力機構とオラノ・リサイクルとの間の基本枠組契約（以下「基本枠組契約」という。）

を 2022 年 3 月 31 日に、原子力機構の使用済燃料の輸送及び再処理に関する原

子力機構とオラノ・リサイクルとの間の履行契約（以下「履行契約」という。）を 2022

年 6 月 24 日に締結した。 

一方、日本国政府とフランス共和国政府との間では 2022年 6月 15日に「使用済

燃料の輸送及び再処理、放射性廃棄物の返還等に関する書簡」の交換が行われた。 

 

3． 回収プルトニウムの利用方針 

履行契約で再処理の対象となるふげんの使用済燃料は、ふげんに 466 体、東海

再処理施設に 265体が現在、保管されており、これら 731体の使用済燃料を再処理

することにより回収されるプルトニウム（以下「回収プルトニウム」という。）の量は約

1.3ｔ と評価している。 

この回収プルトニウムについては「我が国におけるプルトニウム利用の基本的な

考え方（2018年 7月 31日原子力委員会決定）」に基づき、我が国のプルトニウム保

有量が現在の水準を超えることがないよう、オラノ・リサイクルに譲渡することとした。 

 

4． 回収プルトニウムの平和利用について 

ふげんの回収プルトニウムが平和利用されることは、以下の4.1～4.5に示す契約・

協定により担保されている。 

 

4.1 基本枠組契約 

2022年3月31日に原子力機構とオラノ・リサイクル間で締結された契約であり、使

用済燃料の輸送、再処理、放射性廃棄物の保管・返還、及び付随する役務を原子

力機構からオラノ・リサイクルに委託するための基本的枠組みを定めたものである。 

この基本枠組契約において「回収プルトニウムの所有権は、再処理完了後直ぐに、

原子力機構からオラノ・リサイクルに譲渡される」としている。 

 

4.2 履行契約 

2022年6月24日に原子力機構とオラノ・リサイクル間で締結された契約であり、使

用済燃料の輸送及び再処理の実施について事業者間で合意した内容を定めたもの

である。 

この履行契約において、回収プルトニウムは分離時に原子力機構から オラノ・リ

サイクルに移管され、毎年 12 月 31 日にオラノ・リサイクルの再処理施設における

原子力機構のプルトニウムインベントリーが 0 となるようにすることとしている。 

また「オラノ・リサイクルに移転された回収プルトニウムは、民生用原子炉における

平和利用のためだけに再利用される。オラノ・リサイクルからエンドユーザーに回収

プルトニウムの所有権を移転する際に、オラノ・リサイクルは、原子力機構の要請に

基づき、回収プルトニウムが平和的目的でのみ利用されることを書面で保証する」と

している。 

▋輸送・再処理費用：約２億５千万ユーロ（３５０億円）	
　　　　　　　　　　　　　 発生する高レベル放射性廃棄物は日本へ返還輸送	
	
	
▋これって、国民の財産ではない？	
　プルトニウムはタダの不要物？?　なんで再処理したの？？	
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	核燃料サイクル（使⽤済み燃料の再処理）
は放射性廃棄物問題の単なる先送り政策
だった。�
�
そして今や、プルトニウム利⽤という仮⾯
も捨てさられ、放射性廃棄物対策の不備を�
覆い隠すために政府・電⼒会社に“悪⽤”さ
れている。�
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ご静聴ありがとうございました。	


